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1．はじめに
　監査計画は、従来は、合理的証拠を入手するための監査事務の予定計画という意義と、監査手続の
プランニングとコントロールの手段という効果を有するとされていた。これらの意義や効果について
は、多くの論者がほぼ同じような見解を述べていることから、通説と考えてよい。
　他方、今日の財務諸表監査は、その基本的な手法としてリスク・アプローチを採用している。リスク・
アプローチにおいては、監査計画は、監査リスクを構成する各リスクの評価と監査手続、監査証拠の
評価ならびに監査意見の形成との問の相関性がいっそう強くなるため、この間の一体性を維持し、か
つ監査業務を適切に管理するために、より重要性を増してきたと考えられている。しかし、こうした
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見解の多くは、リスク・アプローチ採用にともなう監査計画の重要性の増大を再認識するものであっ
て、リスク・アプローチ採用によって監査計画の理論的意義が変化したのか否か、変化したとすれば
どのように変化したのかという論点については、必ずしも十分に検討したものではない。
　もとより、監査計画は、すべての監査業務の基幹となる重要な概念であり、監査実施の要である。
とくに、監査にリスク・アプローチが導入されたことによって、その重要性が再認識されているとこ
ろである。
　そこで、本稿では、こうしたリスク・アプローチ採用にともなってますます重要性を増してきた
監査計画の理論的意義の再構築について検討することにする。まず、従来の監査計画の意義を簡単
に振り返ったあと、リスク・アプローチと監査計画との関係について考察する。そのうえで、近時、
JICPAが新設・公表した5っの報告書の相互関係について検討する。その理由は、これらの5つの報
告書にはリスク・アプローチを理解する際の重要な示唆がふくまれているからである。そして最後に、
以上の検討を踏まえたうえで、リスク・アプローチにおける監査計画の理論的意義について論じるこ
とにする。
2．従来の監査計画の意義
　「近代監査においては、科学的基盤に立っ一定の計画にもとついて監査業務を合理的に執行する必
要がある。」（日下部〔1975〕p．95）ことから、監査人は、監査の実施に先立って監査計画を策定しな
ければならない。従来、「監査計画（audit　program）とは、監査意見の裏付けとなる合理的証拠1を
入手するための監査事務の予定計画であり、これを具体的に書面に記載したものを『監査計画書』と
いう。それは、予備調査の結果その他の諸要素を考慮して、各財務諸表項目につき実施すべき手続・
適用範囲・監査要点・所要人員と所要時間などをしかるべく配置した監査人の業務計画であるが、同
時にそれは補助者を指導監督し、各監査担当者の能率を判定し、事務の進行状況を把握し、もって監
査手続の合理的な実施をはかるための用具である。短言すれば監査手続のプランニングとコントロー
ルの手段であり、監査事務全般の指針である。」（日下部〔1975〕p．237）とされていた。
　また、「監査計画は、監査すべき対象項目と監査手続を、概略的にあるいはその具体的な実施上の
要件ないし手順を詳細に、指示した諸種の計画の総称である。監査の実施は、これに基づいて行われ、
実施基準の情況に応じて当初の計画の一部が修正され、修正された計画にしたがってさらに実施が進
められる。実施は、監査報告のための前段階をなし、報告の内容は実施の結果に対する総合判断によっ
て決められるから、監査実施の直接の目的（目標）は、良否あるいは適正性に関する意見の表明と説
明にあり、これに対して最も合理的な実施が要求される。」（高田〔1979〕p．91）ともされていた。
1　従来は「合理的証拠」と表現されていた監査意見形成のための論拠は、今日では「合理的な基礎」
本稿ではこれらを同義として扱う。
とされている。
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　さらに、「監査目的を有効に達成し、監査人の財務諸表の適正性に対する意見の裏付けとなる合理
的証拠を収集するためには、監査の実施にさき立って、その作業を予定的に計画し、これにしたがっ
て監査実施業務を統制しなければならない。このような監査計画は、実施すべき監査手続の選択、そ
の適用の範囲、監査要点、所要人員、所要時間、日程、監査場所などを秩序的かつ適時的に配置する
もので、通常は書面化され、監査計画書ともよばれる。これは、監査実施業務の計画であると同時に
監査実施業務の進行状況を把握して、その計画どおり実施を確保するための統制手段ともなる。」（森
〔1981〕pp．98－99）という見解もあった。
　従来の監査計画は以上のように考えられていたが、これらの考え方は次のようにまとめることがで
きる。
〔意義〕
　●合理的証拠を入手するための監査事務の予定計画
　●監査の実施にさき立って、監査実施業務を予定的に計画するもの
　●監査の具体的な実施上の要件ないし手順を詳細に指示した諸種の計画の総称
　●実施すべき監査手続・適用範囲・監査要点・所要人員と所要時間などをしかるべく配置した監査
　　人の業務計画
　●実施すべき監査手続の選択、その適用の範囲、監査要点、所要人員、所要時間、日程、監査場所
　　などを秩序的かつ適時的に配置するもの
〔効果〕
　●監査手続のプランニングとコントロールの手段であり、監査事務全般の指針
　●監査実施業務の進行状況を把握して、その計画どおりの実施を確保するための統制手段
　このように、従来の監査計画は、適切な監査意見を形成するために監査人が入手しなければならな
い合理的な基礎を得るために実施する監査業務の全般的な計画であり、かつ、その業務が計画したと
おりに進行しているか否かを把握し統制するための手段としての効果をもつものだった2のである。
3．リスク・アプローチと監査計画
（1）リスク・アプローチの構造
　リスク・アプローチとは、監査人が、財務諸表の重要な虚偽の表示を看過して誤った意見を形成
する可能性を低い水準に設定するために用いられる監査の手法であり、今日の財務諸表監査の主流
となっている考え方である。リスク・アプローチにおいては、監査人が、財務諸表の重要な虚偽の表
示を看過して誤った監査意見を形成する可能性を監査リスク（Audit　Risk、　AR）といい、監査人は、
2　日下部〔1975〕は監査計画を「監査手続の計画化と監査事務管理の手段」（日下部〔1975〕p．238一傍点ママ）と端
的に表現している。これはいいえて妙である。
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これを自らが許容できるまでの低い水準に抑えなければならない3。ARは、固有リスク（lnherent
Risk、　IR）、統制リスク（Control　Risk、　CR）および発見リスク（Detection　Risk、　DR）の3つのリ
スクから構成される。IRは、関連する内部統制が存在していないとの仮定のうえで、財務諸表に重
要な虚偽の表示がなされる可能性である。CRは、財務諸表の重要な虚偽の表示が、企業の内部統制
によって防止または適時に発見されない可能性である。そして、IRとCRは、それらを結合した概念
である「重要な虚偽表示のリスク（Risk　of　Material　Misstatement、　RMM）」として、原則として
まとめて評価される。DRは、企業の内部統制によって防止または発見されなかった財務諸表の重要
な虚偽の表示が、監査手続を実施してもなお発見されない可能性4（以上、企業会計審議会〔2002〕
三3（2））である。
　リスク・アプローチ全体の概要は、次の評価モデル式によって示される。
　　AR＝IR×CR×DR
　　また、IR×CR＝RMMより、AR＝RMM×DR
　ARをふくむ4つのリスクは次の2つの特徴をもつ。1つは、　IRとCRはいずれも会社側が決定す
るものであって、監査人は直接にこれを増減させることができない。つまり監査人はこれらを所与と
して受け容れなければならないのである。したがって、RMMも同様に監査人にとって所与となる。
2つ目は、監査人は、受け容れたRMMの大きさを考慮して、　ARの水準が自らが許容できる低い水
準になるように、DRの大きさを決定することである。　DRの大きさの決定とは、具体的な監査の場
面において適用する監査手続の選択、その実施時期と実施範囲の決定、すなわち監査計画を策定する
ことである。
（2）リスク・アプローチにおける監査計画
　リスク・アプローチにおいて、監査計画は単に監査実施のための計画や監査手続のプランニングと
コントロールの手段にとどまらず、「リスク・アプローチのもとでは、各リスクの評価と監査手続、
監査証拠の評価ならびに意見の形成との問の相関性が一層強くなり、この間の一体性を維持し、監査
業務の適切な管理をするために監査計画はより重要性を増している。」（企業会計審議会〔2002〕三8
（1））という特徴をもつことになる。つまり、リスク・アプローチにおいては、監査計画の概念が従
来の監査計画概念とは異なる考え方として示されることになるのである。企業会計審議会〔2002〕が
3　Ricchiute〔2006〕によれば、監査リスクが発生する理由は2つある。1つは、監査人は各勘定の下にあるすべて
　の取引を検証するわけではないこと、つまり監査が試査をベースとしていることである。他の1つは、監査人が策定
　する監査計画とその管理が必ずしも十分ではないことである。詳細はRicchiute〔2006〕p．71を参照されたい。
4　これらの4つのリスクは同じ意味で用いられているのではない。①ARにおけるリスクは、監査人が誤った監査意
見を形成する可能性であり、②IRにおけるリスクは、財務諸表に重要な虚偽の表示がなされる可能性であり、③CR
　におけるリスクは、財務諸表の重要な虚偽の表示が企業の内部統制によって防止または適時に発見されない可能性で
　あり、そして、④DRにおけるリスクは、企業の内部統制によって防止または発見されなかった財務諸表の重要な虚
　偽の表示が監査手続を実施してもなお発見されない可能性である。
　っまり、①は監査人の監査意見の問題であり、②と③は財務諸表の虚偽の表示に関する会社内の問題であり、そし
て、④は監査人が実施する監査手続の問題である。このように、関連する一連の定義のなかで同じ用語が異なる意味
　で用いられていることは、監査基準を理解するうえで適切ではない。
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示しているこの考え方は次の2点にまとめることができる。
①リスク・アプローチのもとでは、ARを構成する各リスクの評価と監査手続、監査証拠の評価な
　らびに意見の形成との間の相関性がいっそう強くなることから、この間の一体性を維持するために、
　監査計画がより重要になってくる゜こと。
②監査計画は、監査業務を適切に管理するために、より重要になってくること。
　このうち、②の考え方は、監査業務の管理に関する監査計画の意義であり、重要性に違いはあるも
のの前述の監査計画の〔効果〕に相当する思考である。
　また、①は、ARを構成する各リスクとの関係において監査計画の意義を解釈しようとするもので
ある。これによって、監査計画はリスク・アプローチの考え方に組み込まれていくことになる。こう
した企業会計審議会〔2002〕の①の思考は、ARをふくむ4つのリスクの相互関係とこれに関連する監
査上の諸概念との関係を踏まえて、次の《図表1》のように示すことができる。
《図表1》監査リスクをふくむ4つのリスクと監査上の諸概念との関係
A　R　　　　　＝　　　IR　　　×
i　　　　　（R￥M）
CR　　　×　　　　　D　R　　　　　　　　　　T　　　　　　　　　　　　…
監査意見
≡　　　　　　　　　　　　　　　≡幽　　　　　　　　　　　　　　　≡
企業および企業環境の理解ならび
ﾉ重要な虚偽表示のリスクの評価
……?
監査計画
監　査
?随
リスク評価手続　　… リスク対応手続
合理的な基礎 監査証拠
（出所）長吉〔2007〕p．350の《図表II－7－1》を一部修正。
　《図表1》において、ARは、監査人が監査済みの財務諸表に最終的にふくまれる重要な虚偽の表示
を看過して誤った監査意見を形成する可能性を示すものであり、監査人の監査意見したがって監査報
告書に影響を及ぼすことになる。IR×CR（したがってRMM）は、企業および企業環境の理解と重
5　この企業会計審議会〔2002〕の考え方に基づき、監査基準・第三実施基準・一基本原則1は、「監査人は、監査リ
スクを合理的に低い水準に抑えるために、財務諸表における重要な虚偽表示のリスクを評価し、発見リスクの水準
を決定するとともに、監査上の重要性を勘案して監査計画を策定し、これに基づき監査を実施しなければならない。」
　と規定している。企業会計審議会〔2002〕と監査基準・第三実施基準・一基本原則1における監査計画の策定目的
　と策定要件の考え方にっいては、長吉〔2007〕p．236の図表《II－2－2》を参照されたい。
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要な虚偽表示のリスクの評価、およびリスク評価手続の実施に関連している。そして、DRは、監査
計画の策定を通じて具体的なリスク評価手続とリスク対応手続の選択・適用へと発展していく。また、
選択・適用されたリスク評価手続の実施結果は、リスク対応手続に影響を及ぼすことになる。
　以上の企業および企業環境の理解と重要な虚偽表示のリスクの評価、そして、それらにともなう監
査計画に準拠したリスク評価手続とリスク対応手続という具体的な監査手続の実施によって監査証拠
が入手され、合理的な基礎と監査意見が形成されるという一連の監査業務につながっていくのである。
こうした監査計画の意義は、前述の従来の監査計画の〔意義〕と同様の意義をもつものであるが、同
時にそれ以上のものでもない。つまり、この段階での監査計画は、《図表1》で示されるように、DR
の設定を受けて策定されかつ具体的な手続の選択・適用へと発展していくという意味で、その下方に
あるリスク評価手続とリスク対応手続の実施および監査証拠の入手を指向したものである。つまり時
系列的にみて下方指向的である。こうしたことから、この段階での監査計画は、DRの設定が前提と
なっているためリスク・アプローチに基づくものではあるが、監査実施のための計画や監査手続のプ
ランニングとコントロールの手段にとどまっているものである。その意味で、この段階での監査計画
はリスク・7ブローチの考え方に組み込まれてはいるものの、まだリスク・アプローチとの関連が必
ずしも十分明確になっているものではないのである。
　そこで、監査計画とリスク・アプローチとの関連については別の観点からの検討が必要になるが、
これに関しては次のJICPAの5つの報告書の相互関係が参考になる。
（3）JICPAの5つの報告書
　日本公認会計士協会（Japanese　lnstitute　of　Certified　Public　Accountants、　JICPA）の監査基準委
員会は、平成17年3月31日付けで次の5つの監査基準委員会報告書を新設・公表し、また第5号報告
書を改正した。これらの報告書は、上記の4つのリスクの相互関係をもとにして、リスク・アプロー
チに基づく監査の理解を促進し、AICPA〔2006〕やIFAC6〔2007〕との収敏を図り、かつ国内の監査
業務への実践適用を企図したものである。
　●平成17年3月31日に新設・公表された報告書7
　　・第27号「監査計画」
　　・第28号「監査リスク」
　　・第29号「企業及び企業環境の理解並びに重要な虚偽表示リスクの評価」
6　国際監査基準（lnternationa1　Standards　on　Auditing、　ISA＞は、従来、国際会計士連盟（lnternational　Federation
of　Accountants、　IFAC）のなかに設けられていた国際監査実務委員会（lnternationa1　Auditing　Practice　Committee、
IAPC）によって作成・公表されていたが、　IAPCは、2001年ll月互2日に開催されたIFACの理事会および総会によって、「国
際監査・保証基準審議会」（lnternational　Auditing　and　Assurance　Standards　Board、　IAASB）に改組され、単一の高
品質でグローバルな監査基準を制定する組織となった。これにあわせて、JICPAも従来の監査委員会を監査・保証実務
委員会に改組した。なおISAは、　JICPAによって和訳されている。
7　これらの第27号から第31号の5つの報告書は、平成17年10月28日に監査基準が改訂されたことにともない、改訂監
査基準と字句、表現等の整合性を図るために平成18年3月30日に改正された。さらに第30号は、平成19年3月16日に
第36号「監査調書」が新設されたため、これに関する事項等の記載を修正する必要があることから、同日再改正された。
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　　・第30号「評価したリスクに対応する監査人の手続」
　　・第31号「監査証拠」
　●平成17年3月31日に改正された報告書
　　・第5号「監査上の重要性」（旧第5号「監査リスクと監査上の重要性」を改正）
　監査基準委員会報告書第27号「監査計画」（監査基準委員会〔2006a〕）によれば、まず「監査人は、
監査を効果的かつ効率的に実施するために、監査計画を策定しなければならない。」（監査基準委員会
〔2006a〕2項）として、現在の財務諸表監査に適用される監査計画はリスク・アプローチに基づくも
のであることを明確にしたうえで、「監査計画とは、監査リスクを合理的に低い水準に抑えるために、
監査の基本的な方針を策定し、詳細な監査計画を作成することである。」（同3項）としている。そして、
監査の基本的な方針とは、「監査業務の範囲、監査の実施の時期及び必要なコミュニケーション並び
に監査の方向性を設定することであり、詳細な監査計画を作成するための指針となるものである。」（同
10項）とし、また、詳細な監査計画とは、「監査リスクを合理的に低い水準に抑え、十分かつ適切な
監査証拠を入手するために、監査チームが実施すべき監査手続、その実施の時期及び範囲を決定する
ことである。」8（同15項）と定義している。
　監査基準委員会〔2006a〕によるこの監査計画の定義は理解しにくいものであるが、少なくとも、
監査人は、リスク・アプローチの思考に基づいて監査計画を策定する必要があることと、策定される
監査計画は2種類の計画から構成されるものであることがわかる。
　上記の5つの報告書は、以上の監査計画の定義を踏まえて、次の《図表2》に示すような相互関係
を有している。
　《図表2》は、平成17年3月31日に公表された5つの監査基準委員会報告書の相互関係を示したも
のであって、直接にリスク・アプローチの考え方を説明したものではない。しかし、5つの報告書自
体がリスク・アプローチを理解するうえでの重要な報告書であるだけに、ここにはリスク・アプロー
チに基づく監査を理解する際の重要な示唆がふくまれている。
　たとえば、第27号と第29号および第30号との間は、いずれも互いに太い矢印で上下に結ばれている
が、これは、監査計画の策定が「監査の特定の段階ではなく、むしろ前期の監査の終了直後、又は
前期の監査の最終段階から始まり、当期の監査の終了まで継続する連続的かつ反復的なプロセスであ
る。」（監査基準委員会〔2006a〕6項）ことから、リスク評価手続やリスク対応手続を実施している
最中にあっても、つねに監査計画を見直し、必要であればそれを修正しなければならないことを示し
8　これらの記述は、IFAC〔2007〕、AICPA〔2006〕およびAICPA〔2007〕でまったく同じである。IFAC〔2007〕、AICPA〔2006〕
およびAICPA〔2007〕の”audit　plan”がJICPA監査基準委員会〔2006a〕の「監査計画」であり、1’the　overall　audit
strategy”が「監査の基本的な方針」であり、門developing　an　audit　plan’「が「詳細な監査計画」である。詳細はIFAC
　〔2007〕、AICPA〔2006〕およびAICPA〔2007〕を参照されたい。
　これらの記述が同じなっている理由は、監査基準委員会がIFAC〔2007〕、　AICPA〔2006〕およびAICPA〔2007〕
の規定との収敏を図り、かっわが国の国内の監査業務への実践適用を企図したからである。
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《図表2》平成17年3月31日に新設・公表された5つ報告書の相互関係
第27号「監査計画」
・連続かつ反復的なプロセス
E監査の基本的な方針一詳細な監査計画
第28号「監査リスク」
第29号「企業及び企業環境の
揄?ﾀびに重要な虚偽表示リ
Xクの評価」
第30号「評価したリスクに
ﾎ応する監査人の手続」
リスク評価手続 評価したリスクに対応する
監査人の手続
監査リスク＝
d要な虚偽表示のリス
N×発見リスク
「財務諸表全体としての重
vな虚偽表示のリスク」の識
ﾊと評価
u経営者の主張ごとの重要
ﾈ虚偽表示のリスク」の識別
ﾆ評価
全般的な対応
o営者の主張ごとの重要な
赴U表示のリスクに応じた
ﾄ査手続（リスク対応手続）
第31号「監査証拠」
・監査意見を形成するに足る合理的な基礎を得るための監査証拠の入手
E監査証拠の入手における経営者の主張の利用
（出所）座談会「監査リスクモデル等に関する新しい監査基準委員会報告書の公表をめぐって（その1）」、
　　　JICPAジャーナルNa　600（2005年7月）p．13の図1を一部修正。
ている。このため、「監査人は、新たな事象が生じた場合、状況が変化した場合、又は監査手続の実
施結果が想定した結果と異なった場合には、監査の基本的な方針及び詳細な監査計画、並びにこれら
に基づき計画した監査手続、その実施の時期及び範囲を必要に応じて修正しなければならない。」と
され、その結果、「監査計画の策定は、監査期間にわたる連続的かつ反復的なプロセス」（以上、監査
基準委員会〔2006a〕18項）となるのである。そして、監査期間にわたって連続的かつ反復的に修正
された監査計画は、改めて第29号および第30号に影響を及ぼすことになる。
　第28号は、第29号と第30号の両方を包含している。つまり、これらの両報告書は第28号の範囲内で
存在することが示されているのである。しかし、リスク・アプローチにおけるARの意義を考えた場合、
第28号が第29号と第30号を包含することは理解できるが、その包含は第29号と第30号だけにとどまる
ものではない。第28号が包含しまたは影響を及ぼすと考えられる監査概念は他にもあると考えるべき
である。これについては後述する。
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　また、第28号と第29号の問にある斜めの矢印は、第29号と第30号の手続の実施にあたって、第28号
のARまたはRMMを考慮すべきことを示している。この矢印は、「監査人は、内部統制を含む、企業
及び企業環境の理解を基礎として重要な虚偽表示のリスクを評価する監査手続を実施し、財務諸表項
目レベルの重要な虚偽表示のリスクに対応する監査手続を実施することにより、発見リスクを抑える」
（監査基準委員会〔2006b〕7項）という趣旨によるものである。
　第29号と第30号の問にある矢印は、第29号のリスク評価手続の実施結果を踏まえたうえで第30号の
リスク対応手続を実施すべきことを示している。第29号が、「監査人は、不正又は誤謬による重要な
虚偽表示のリスクを評価するために、またリスク対応手続を立案し実施するために、内部統制を含む、
企業及び企業環境について十分理解しなければならない。」（監査基準委員会〔2006c〕2項）として
いるのは、第30号との関係を重視しているからである。この関係は、《図表1》のリスク評価手続と
リスク対応手続の間の破線で示した関係と同じ意味をもつものである。
　以上により、監査においては、ARを考慮しながら、また必要に応じて監査計画を修正しながら、
第29号と第30号に規定する具体的なリスク評価手続とリスク対応手続を実施した結果として、第31号
の監査証拠を入手することになる。
　このように、《図表2》には、リスク・アプローチに基づく監査を理解するうえでの重要な示唆が
ふくまれているが、それはあくまでも5つの監査基準委員会報告書の相互関係を示したものであって、
リスク・アプローチにおける重要な監査概念を示したものではない。そのことは、《図表2》に次の
2つの点でリスク・アプローチにおける重要な概念が考慮されていないことから明らかである。
　●ARと監査計画との関係
　●リスク・アプローチにおける監査上の重要性
　ここで示しているARと監査上の重要性という2つの概念は、リスク・アプローチにおいて最も重
要視されるものである。前述したように、リスク・アプローチとは、監査人に、財務諸表の重要な虚
偽の表示を看過して誤った意見を形成する可能性を低い水準に設定するために用いられる監査の手法
をいうが、そこには、「重要な虚偽の表示」という監査上の重要性の問題と「誤った監査意見を形成
する可能性」というARの問題が2つの大きな要素としてふくまれているのである9。こうしたことか
ら、監査計画の意義をリスク・アプローチの観点から考察する場合には、これら2つの概念に関する
議論は欠くことのできないものである。
4．リスク・アプローチにおける監査計画の理論的意義
（1）5つの報告書とリスク・アプローチ
9　リスク・アプローチの考え方を大きく世界に広めた報告書であるAICPA〔1983〕のタイトルは、「’Audit　Risk　and
Materiality　in　Conducting　an　Audit”であり、そこには本文で示した2つの大きな要素がふくまれている。なお、リ
スク・アプローチの思考を最初に理論的に示したのはAICPA〔1981〕である。
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　①ARと監査計画との関係
　今日の監査はリスク・アプローチの思考に基づいたものであり、監査リスク（AR）を考慮しない
監査は考えられない。ARとは、監査人が、財務諸表の重要な虚偽の表示を看過して誤った監査意見
を形成する可能性をいい、監査人は、不適切な監査意見を表明しないためには、これを自らが許容
できるまでの低い水準に抑えなければならない。そのためには、監査人は、重要な虚偽の表示が発生
する可能性について慎重に考慮し、そのうえで必要な監査手続を実施する必要がある。つまり、監査
計画を策定するに際してはARを考慮しなければならないのである。その理由は、リスク・アプロー
チに基づく監査にあっては、監査人は、企業と企業環境の理解に対応したリスク評価手続と、重要な
虚偽表示のリスクの評価結果に対応したリスク対応手続を実施するために、監査計画策定の段階から
ARを考慮してあらゆる監査局面に即応できるような態勢を立てておく必要があるからである。監査
人は、こうしたリスク・アプローチの思考に基づいた監査を想定して、具体的な監査局面に直面した
場合に当該監査局面に対応した監査手続を実施できるように、監査計画策定の段階からARを考慮し
なければならないのである。
　しかるに、《図表2》で第28号（AR）が包含している報告書は第29号（リスク評価手続）と第30号
（リスク対応手続）だけである。前述のように、リスク・アプローチにおけるARの意義を考えた場合、
ARがこれらの両報告書を包含していること自体は首肯できる。しかしながら、これだけでは不十分
であり、ARは第27号も包含しなければならないのである。つまり、　ARは、《図表2》で示されてい
る他の4つの報告書では、第27号、第29号および第30号の3つの報告書を包含しなければならないの
である。
　ARが第27号も包含しなければならない理由は、《図表1》に際して、「ARを構成する各リスクの
評価と監査手続…の相関性がいっそう強くなることから…監査計画がより重要になってくる」（企業
会計審議会〔2002〕三8（1））として、ARと監査計画の意義との検討において指摘したとおりである。
また、監査基準委員会〔2006b〕が「監査人は、不正及び誤謬による財務諸表の重要な虚偽の表示を
看過しないように監査リスクを合理的に低い水準に抑えるよう監査計画を策定し、監査を実施しなけ
ればならない。」（監査基準委員会〔2006b〕6項）とし、監査基準委員会〔2006a〕が、監査リスク
を合理的に低い水準に抑えるため、また監査を効果的かつ効率的に実施するために、監査計画を策定
しなければならない（以上、監査基準委員会〔2006a〕2－3項）として、各報告書がARと監査計
画とを結び付けて考えていることからもよくわかる。
　このように、ARと監査計画とは密接な関係にあるべきであるが、《図表2》ではこれが考慮されて
いない。
　②リスク・アプローチにおける監査上の重要性
　監査におけるリスク・アプローチの考え方は、いわゆる総花的な監査を実施することではなく、効
率的な監査の実施を追求する監査手法である。
　リスク・アプローチにあっては、ARを合理的に低い水準に抑えるために、　ARが大きいと考えら
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れる領域には監査資源を重点的かつ慎重に配分する一方で、ARが小さいと考えられる領域にはその
程度に応じて配分するという思考をもとにしている。リスク・アプローチにおいては、ARを監査人
が許容できる程度に低い水準に抑えることができればよいとするのであって、監査対象項目の重要性
に関係なくすべての監査項目について監査人が納得するまで監査しようとする網羅的かつ総花的な監
査を求めているわけではない。つまり、ここでは監査対象項目の重要性に対応した監査資源の効率的
な配分が要求されるのである。企業会計審議会が、「リスク・アプローチの考え方は、虚偽の表示が
行われる可能性の要因に着目し、その評価を通じて実施する監査手続やその実施の時期及び範囲を決
定することにより、より効果的でかつ効率的な監査を実現しようとするものである。」（企業会計審議
会〔2002〕三3（4））と述べ、リスク・アプローチにおいて虚偽の表示が行われる可能性と監査資源
の配分との関連性を指摘しているのは、かかる思考をもとにしているからである。
　こうしたことから、リスク・アプローチに基づく監査においては、監査対象項目が重要か否か、す
なわち監査上の重要性loという概念が大きな地位を占めることになる。そして、この重要性概念は、《図
表2》で示されている監査計画の策定、監査の実施、監査証拠の入手という監査業務だけにとどまら
ず、さらに監査意見の表明までにも影響を及ぼしていくのである（企業会計審議会〔2002〕三4）。
　《図表2》はJICPAが公表した監査基準委員会の5つの報告書の相互関係を示したものであり、そ
のなかに監査上の重要性に関する報告書はふくまれていない。したがって、《図表2》での議論の対
象になっていないのは当然であるが、広くリスク・アプロー一チに基づく監査を考える場合、監査上の
重要性を欠くことはできない旨を再認識しなければならない。
（2）監査計画の理論的意義の再構築
　以上の考察を踏まえたうえで、《図表1》を修正しこれに《図表2》を加えて、《図表3》としてリ
スク・アプローチにおける監査計画の理論的意義について検討してみる。《図表3》は、前述した従
来の監査計画の〔意義〕をリスク・アプローチの考え方に合うように理論的に修正したものである。
　《図表3》では、まず、監査リスクと監査上の重要性が大きく監査業務全体を網羅している様子、
つまりリスク・アプローチに基づく監査の総体的な枠組みを示している。
　そしてその枠組みのなかで、AR＝IR×CR×DRというリスク・アプローチの考え方に基づいた
監査の実施過程が細い破線（・一…〉）で示されている。そこでは、AR、　IR、　CRおよびDRのそれぞ
董0　監査上の重要性とは、財務諸表の利用者の経済的意思決定に影響を与える程度を考慮して、発見された虚偽の表示
　が個別にまたは集計して財務諸表全体にとって重要であるかどうかの判断の規準をいう。この重要性は、監査人の職
　業的専門家としての判断によって決定する（以上、監査基準委員会〔2008〕［付録2］）。
　　また、監査基準委員会〔2005〕は監査計画の策定に関する重要性として、次のように規定している（監査基準委員
　会〔2005〕6項）。
　　6．監査計画の策定に際しての重要性の基準値の決定に当たっては、通常、前年度の財務諸表数値や当年度の予算
　　に基づく財務諸表数値等を基礎とし、一般的には次に掲げる事項が考慮される。
　　　・売上高に与える影響
　　　・経常利益、当期純利益等の各段階の損益に与える影響
　　　・総資産に与える影響
　　　・自己資本に与える影響
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れのリスクからスタートして、監査人が企業や企業環境を理解したり重要な虚偽表示のリスクを評価
したうえで監査計画を策定し、これに従ってリスク評価手続とリスク対応手続を実施し、監査証拠を
入手し1合理的な基礎を形成し、そして監査意見を形成する様子が示されている。この間、監査計画
はDRより影響を受け、他方でリスク評価手続とリスク対応手続に影響を及ぼし、同時にそれらから
影響を受けてより精緻な内容のものになっていくII。監査計画がリスク評価手続およびリスク対応手
続との間で、左右または上下に細い破線で結ばれているのは、その間で影響のやり取りがあることを
不している。
　以上の考え方は、基本的に《図表1》および《図表2》の考え方と同様である。
　他方、太い破線（・…　匿φ・）は、同じく監査リスクと監査上の重要性というリスク・アプローチの
総体的な枠組みのなかで、リスク対応手続を実施した結果、監査上何らかの不都合が生じたがこれが
監査計画の修正のなかで吸収されず、その影響がDRへと遡及する様子を示している。こうしたこと
が発生する例として、監査上の重要性の変更が考えられる。
　監査基準委員会〔2005〕は、「監査人が考慮する監査上の重要性と監査リスクとの間には、相関関
係がある。他の条件が一定であれば、当初決定された監査上の重要性のもとで評価された監査リスク
は、監査上の重要性が変更されると、それに応じて変化することになる。すなわち、監査人が監査上
の重要性を、当初よりも大きくした場合には、監査リスクは当初の水準よりも低くなり、また、監査
上の重要性を、当初よりも小さくした場合には、監査リスクは当初の水準よりも高くなる。」】2（監査
基準委員会〔2005〕3項）と指摘している。この場合、もし、監査の最中に監査上の重要性を当初よ
りも小さくしたとすれば、監査リスクは当初の水準よりも高くなるが、それにもかかわらず、監査計
画が修正されなかったり修正が不十分であったりすれば、重要性の変更の影響は監査計画のなかで吸
収されず、DRへと影響を及ぼしていくことになる。監査上の重要性の変更は、通常であれば監査計
画（とくに詳細な監査計画）の修正によって吸収され、修正後の詳細な監査計画に従ってリスク対応
ll　こうしたことから、監査計画は、　ARを合理的に低い水準に抑える機能と監査上の重要性を満足させる機能の2つ
　の機能をあわせもつ接点としての役割をもっている。このため、リスク・アプローチにおけるARと監査上の重要性
　の意義を考えた場合、監査計画はリスク・アプローチの監査において必要不可欠なものとなっている。長吉〔2007〕p．237
　を参照されたい。
12　この表現はわかりにくいものであるが、「他の条件が一定であれば」という文言が重要な意義をもっている。監査
　基準委員会〔2005〕3項の意味するところは次のように解されている。
　監査計画を策定する場合、ある一定金額の監査上の重要性（たとえば3億円）を設定して、当該重要性以上の虚偽
　の表示を見のがさないようにすべての活動が計画される。すなわち、監査上の重要性がある一定の金額で決定されれ
　ば、当該重要性以上の虚偽の表示を看過しないようにすべての監査活動がこの重要性をもとにして決定されるのであ
　る。逆にいえば、この場合の3億円未満の虚偽の表示は、仮にあったとしても、それは監査上問題とはならない。
　　この場合、3億円という当初設定された監査上の重要性だけがたとえば1億円に変更されたとすれば、新しい重要
性によって1億円以上3億円未満のすべての虚偽の表示が新たに重要となるが、前提により他の条件は一定とされて
　いるので当初の重要性3億円をもとにして策定されたその他の監査計画には変更はない。このため3億円未満の虚偽
　の表示は発見されにくいことになる。
　　この結果、当初3億円として重要性が設定されていたため3億円未満の虚偽の表示は、それがあったとしても監査
　上問題とはされなかったが、重要性が1億円に変更されたため1億円以上3億円未満の虚偽の表示が重要性変更によ
　る新たな監査リスクとして出現することになる。こうしたことから、重要性だけが小さく変更された場合には監査リ
　スクは高まることになる。
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手続が実施されるはずであるが、それが吸収されなければDRにまで影響を及ぼすことになるのであ
る。
　こうしたことになるのは、監査基準委員会〔2005〕が「他の条件が一定であれば」として監査計画
が修正されない事態を想定しているからである。したがって、監査計画が修正されない以上、監査上
の重要性の変更の影響はDRへと遡及することになる。
　このような状況は、監査の実施結果が監査計画を経由してDRに遡及することから、いわば上方遡
及的とでもいうべき状況である。上方遡及的とは、本来、監査は、DRの決定を受けて監査計画が策
定され各種の監査手続が実施されるという、時系列的に下方指向的性格をもっているが、監査計画が
修正されない結果、次段階の監査手続を実施できず、時系列的に上方のDRへと遡及する様子を示し
　　　　　　　　《図表3》リスク・アプローチにおける監査計画の理論的意義
???????
監査リスク
A　　R
■■■■■●■■口願口腫口圏■圏■●圏徊■■■■■■■■■■●■■■■●■騨■■■■嗣幽■■■■．
I　R　　×　　C　　R
　　　（RMM） ×
監査意見
企業および企業環境の理解ならび
に重要な虚偽表示のリスクの評価
リスク
評価手続
??????????
監査の基本
的な方針
??
監　査
報告書
詳細な
監査計画
合理的な基礎
（注）《図表3》の各枠の大きさや形はここでの論議には関係ない。これらは、相互に線を引く関係上、あえ
　　て大きさや形を変えているものである。
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たものである。
　こうして、リスク対応手続の実施によって発生した何らかの不都合による影響がDRにまで及ぶ
結果、ARも影響を受け、そして最終的には監査意見にも影響することになる。監査計画がDRを通
じてARに影響を及ぼすことになる理由は、　ARは、リスク・アプローチの構造によって、一義的に
RMMのみならずDRにも依存しているからである。
　以上により、リスク・アプローチにおいては、監査上何らかの理由によって不都合が発生した場合、
この不都合は、監査計画を経由してDRに波及し、さらにDRを通じてARに影響を及ぼすことになる。
こうしたことから、リスク・アプローチ下における監査計画は、従来の監査計画とは異なる意味で重
要な意義を有することになる。
　従来の監査計画が、合理的証拠を入手するための監査事務の予定計画とされたり、実施すべき監
査手続・適用範囲・監査要点・所要人員と所要時間などをしかるべく配置した監査人の業務計画とさ
れたりしたのは、細い破線に沿った時系列的に下方指向的な思考であった。しかし、今日のリスク・
アプローチに基づく今日の監査計画は、これに加えて、太い破線で示されるように、DRしたがって
ARに影響を及ぼすという上方遡及的な意義も有していると考えられるのである。
5．むすび
　以上、リスク・アプローチにおける監査計画の理論的意義の再構築について検討してきた。
　まず、監査計画は、従来は、合理的証拠を入手するための監査事務の予定計画という意義と、監査
手続のプランニングとコントロールの手段という効果を有するとされていた。これらの意義や効果は、
多くの学者が共通して認識していたものであり、通説と考えてよい。
　しかしながら、今日の監査はリスク・アプローチの思考に基づくもので、この点から監査業務を考
えてみると、《図表1》で示したように、監査人は、まず、企業および企業環境を理解し、重要な虚
偽表示のリスクを評価し、そしてその結果によって監査計画を策定する。そして、その後、この策定
された監査計画に従ってリスク評価手続とリスク対応手続としての具体的な監査手続を実施して、こ
れによって監査証拠を入手し、合理的な基礎を形成し、そして監査意見を表明することになる。《図
表1》の段階における監査計画は、時系列的にみて下方指向的であり、かつリスク・アプローチの考
え方に組み込まれてはいるものの、まだリスク・アプローチとの関連が必ずしも十分明確になってい
るものではない。その意味で、この段階での監査計画は、従来の監査計画と同じ意義をもつものであっ
た。
　こうしたなかで、監査計画とリスク・アプローチとの関連の解明については、JICPAの5つの報告
書の相互関係が重要な示唆を与えてくれる。これは《図表2》で示されている。まず、第29号と第30
号のいずれもが第27号と互いに太い矢印で結ばれている。これは、リスク評価手続やリスク対応手続
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を実施している最中にあっても、つねに監査計画を見直し、必要であればそれを修正しなければなら
ないことを示したものである。そして、監査期間にわたって連続的かつ反復的に修正された監査計画
は、改めて第29号と第30号に影響を及ぼすことになる。また、第28号と第29号の間にある斜めの矢印は、
第29号と第30号の手続の実施にあたって、第28号のARまたはRMMを考慮すべきことを示している。
そして、第29号と第30号の問にある矢印は、第29号のリスク評価手続の実施結果を踏まえたうえで、
第30号のリスク対応手続を実施すべきことを示している。以上の考え方に基づいて監査を実施し、そ
の結果として監査証拠が入手される。
　《図表2》において問題となるのは、第28号が第29号と第30号しか包含していないことである。リ
スク・アプローチにおけるARの意義を考えた場合、　ARがこれらの両報告書を包含すること自体は
首肯できる。しかしながら、ARは、第27号も網羅しなければならないのである。このことは、企業
会計審議会〔2002〕三8（1）において指摘されているとおりである。
　また、今日のリスク・アプローチに基づく監査は、ARを監査人が許容できる程度に低い水準に抑
えることができればよいとするのであって、すべての監査項目について監査人が納得するまで監査し
ようとする網羅的かつ総花的な監査ではない。このため、リスク・アプローチに基づく監査において
は、監査上の重要性という概念が大きな地位を占めることになる。この事実は、リスク・アプローチ
の基本構造を前提とした場合、大きな論点となる。
　《図表3》で示したように、リスク・アプローチにおいては、まず、ARと監査上の重要性が大きく
監査業務全体を網羅しなければならない。これはリスク・アプローチの総体的な枠組みである。そし
て、このリスク・アプローチの総体的な枠組みのなかで、リスク対応手続を実施した結果、監査上の
何らかの不都合が生じた場合、通常であれば修正されるべき監査計画が十分かつ適切には修正されず
にDRにも影響することが示される。これは太い破線で示されていることから、いわば上方遡及的と
でもいうべき状況である。こうして、リスク対応手続の実施によって発生した何らかの不都合による
影響が監査計画を経由してDRに波及する結果、最終的にはAR、したがって監査意見も影響を受け
ることになる。こうした状況が発生する例として、監査上の重要性の変更が考えられる。監査上の重
要性の変更は、通常であれば監査計画（とくに詳細な監査計画）の修正によって吸収され、修正後の
詳細な監査計画に従ってリスク対応手続が実施されるはずであるが、それが吸収されなければDRに
まで影響を及ぼすことになるのである。また、監査計画がDRを通じてARに影響を及ぼすことにな
る理由は、ARは、リスク・アプローチの構造によって、一義的にRMMのみならずDRにも依存して
いるからである。
　従来の監査計画が、合理的証拠を入手するための監査事務の予定計画とされたり、実施すべき監査
手続・適用範囲・監査要点・所要人員と所要時間などをしかるべく配置した監査人の業務計画とされ
たりしたのは、細い破線に沿った下方指向的な思考であった。しかし、今日のリスク・アプローチに
基づく今日の監査計画は、これに加えて、太い破線で示されるように、DRしたがってARに影響を
及ぼすという上方遡及的な意義も有しているのである。こうしたことから、リスク・アプローチ下に
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おける監査計画は、従来の監査計画とは異なる重要な意義を有するものとなる。
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